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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加圧された希釈剤と共に固形製品を供給する固形製品供給組立体において、
　上部、第一空洞、及び第一空洞内のマニホルドの少なくとも一部を有し、前記上部が前
記固形製品を支持するように構成され、前記マニホルドが第一通路、第二通路、及び第二
空洞を有する、第一ハウジングと、
　前記加圧された希釈剤を受けるように構成され、且つ第一通路と流体により連通する第
一希釈剤注入口と、
　前記加圧された希釈剤を受けるように構成され、且つ第二通路及び第二空洞と流体によ
り連通する第二希釈剤注入口と、
　第一通路及び第一空洞と流体により連通するスプレーノズルと、
　第一空洞と流体により連通し且つ使用溶液排出口と作動可能に連結される濃縮溶液排出
口と、
　前記濃縮溶液排出口内に位置し、且つ第二空洞と流体により連通する希釈剤排出口と、
を含み、
　前記希釈剤排出口及び前記濃縮溶液排出口は前記使用溶液排出口と流体により連通し、
　前記加圧された希釈剤は、第一希釈剤注入口及び第二希釈剤注入口と流体により連通し
、第一希釈剤注入口及び第二希釈剤注入口は常時に開放し、前記希釈剤の一部は第一希釈
剤注入口を介して第一通路そして前記スプレーノズルに流入し、前記スプレーノズルによ
り前記希釈剤の一部が前記固形製品に噴霧されて濃縮溶液が生成され、且つ前記濃縮溶液
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は第一空洞を介して前記濃縮溶液排出口に流入し、且つ前記希釈剤の他の部は第二希釈剤
注入口を介して第二通路に、第二空洞に、そして前記希釈剤排出口に流入し、前記希釈剤
は、前記濃縮溶液排出口から前記濃縮溶液を引くためのベンチュリ効果を生じる十分な流
速で前記希釈剤排出口を介して流れ、前記希釈剤及び前記濃縮溶液は、それぞれ、実質的
同時に前記希釈剤排出口及び前記濃縮溶液排出口から流出し、個々の前記排出口の外部で
混合して使用溶液を生成し、且つ
　前記マニホルドは前記加圧された希釈剤を受けるように構成された第三通路及び第三希
釈剤注入口を具備し、且つ第三通路及び第二空洞と流体により連通し、第三希釈剤注入口
と流体により連通するバルブを含み、
　前記バルブは希釈剤の第三希釈剤注入口への流入を可能する開放位置と第三希釈剤注入
口からの希釈剤の流出を阻止する閉鎖位置とを有し、
　前記加圧された希釈剤は第三希釈剤注入口と流体により連通し、
　前記バルブが開放位置のときに、前記希釈剤の他の部は、第三希釈剤注入口を介して第
三通路に、第二空洞に、そして前記希釈剤排出口に流入する、固形製品供給組立体。
【請求項２】
　前記希釈剤は、１．０ｇｐｍまでの流量で第一希釈剤注入口を介して流れ、且つ前記希
釈剤は、４．０ｇｐｍの流量で第二希釈剤注入口を介して流れる請求項１記載の固形製品
供給組立体。
【請求項３】
　前記希釈剤は、８．０ｇｐｍまでの流量で前記希釈剤排出口から流出し、濃縮された使
用溶液は、１．０ｇｐｍまでの流量で前記濃縮溶液排出口から流出し、且つ前記使用溶液
は、９．０ｇｐｍまでの流量で流れる請求項１記載の固形製品供給組立体。
【請求項４】
　前記濃縮溶液排出口は、約０．５４～０．６０インチ（１インチ≒２．５４ｃｍ、以下
同様）の内径を有し、且つ前記希釈剤排出口は、約０．３５～０．４１インチの内径及び
約０．４５～０．５０インチの外径を有し、それにより約０．０３及び０．０７インチの
空間が前記希釈剤排出口と前記濃縮溶液排出口との間に形成される請求項１記載の固形製
品供給組立体。
【請求項５】
　前記希釈剤は、８．０ｇｐｍまでの流量で前記希釈剤排出口から流出し、濃縮された使
用溶液は、１．０ｇｐｍまでの流量で前記希釈剤排出口と前記濃縮溶液排出口との間の空
間を介して前記濃縮溶液排出口から流出し、且つ前記使用溶液は、９．０ｇｐｍまでの流
量で流れる請求項４記載の固形製品供給組立体。
【請求項６】
　前記バルブは第三希釈剤注入口と流体により連通する温度制御バルブであり、前記温度
制御バルブは、前記希釈剤が約１０５～１２０°Ｆ（約４０．５６～４８．８９°Ｃ、以
下同様）に達したときに、開放位置になり且つ希釈剤が第三希釈剤注入口を介して流れる
ことを可能にし、且つ前記温度制御バルブは、前記希釈剤が約１０５～１２０°Ｆ未満で
あるときに、閉鎖位置になり且つ希釈剤が第三希釈剤注入口を介して流れることを防止し
、
　第二希釈剤注入口及び第二通路は第一希釈剤ラインであり且つ前記希釈剤の温度が約１
０５～１２０°Ｆに達したときに前記温度制御バルブは第三希釈剤注入口及び第三通路を
介する第二希釈剤ラインを形成し、第二希釈剤ラインは前記希釈剤が約１０５～１２０°
Ｆに達したときにのみ開放して使用溶液の濃度を低下させる請求項１記載の固形製品供給
組立体。
【請求項７】
　前記希釈剤は４．０ｇｐｍまでの流量で第二通路を介して流れ、且つ前記希釈剤は４．
０ｇｐｍまでの流量で第三通路を介して流れる請求項１記載の固形製品供給組立体。
【請求項８】
　第一形状を有する固形製品を更に有する請求項１記載の固形製品供給組立体。
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【請求項９】
　製品ホルダを具備した製品ハウジングを更に有し、前記製品ホルダは前記固形製品の第
一形状に対応した第二形状を有する第三空洞を有し、第一形状は第二形状よりも小さなス
ケールであり、第三空洞は前記固形製品を受けるように形成且つ構成され、第一及び第二
形状は、他の固形製品の第三空洞内への設置を防止するためのロックアウト装置を形成し
ている請求項８記載の固形製品供給組立体。
【請求項１０】
　第一形状及び第二形状は正方形である請求項９記載の固形製品供給組立体。
【請求項１１】
　前記固形製品はフロアケア製品である請求項９記載の固形製品供給組立体。
【請求項１２】
　第一形状及び第二形状は五角形である請求項９記載の固形製品供給組立体。
【請求項１３】
　前記固形製品は万能洗剤である請求項９記載の固形製品供給組立体。
【請求項１４】
　第一形状及び第二形状は六角形である請求項９記載の固形製品供給組立体。
【請求項１５】
　前記固定製品は消毒剤である請求項１４記載の固形製品供給組立体。
【請求項１６】
　底部と、前記底部近傍のオーバーフロー排出口とを有する製品ホルダを含む製品ハウジ
ングを更に有し、前記底部及び前記オーバーフロー排出口は前記固形製品の底面の近傍に
位置し、それにより前記固形製品供給組立体のフラッドプレーン(flood plane)の位置を
下げている請求項１記載の固形製品供給組立体。
【請求項１７】
　ａ）前記製品ホルダの底部近傍から下方に延在する延長フランジと、
　ｂ）前記製品ホルダの底部に対して作動可能に連結されたベース部と、
　ｃ）第一ハウジングの上部によって支持された支持フランジと、
　ｄ）前記支持フランジの近傍から上方に延在するレールと、
　ｅ）所定角度で前記製品ホルダに向かって上方に延在する前記レールの近傍に位置しか
つ前記製品ホルダの近傍でオーバーフロー排出口を形成している傾斜部とを含み、
　前記延長フランジ及び傾斜部は、前記固形製品の底面に噴霧された希釈剤が前記オーバ
ーフロー排出口から排出されることを防止する、請求項１６記載の固形製品供給組立体。
【請求項１８】
　前記角度は約３８～４６°である請求項１７記載の固形製品供給組立体。
【請求項１９】
　前記オーバーフロー排出口は、０．０２０～０．０４５インチの幅と、０．１００～０
．１３０インチの高さを有するスロットである請求項１７記載の固形製品供給組立体。
【請求項２０】
　前記延長フランジ、前記レール、及び前記支持フランジを相互連結するコネクタを更に
有する請求項１７記載の固形製品供給組立体。
【請求項２１】
　前記フラッドプレーンは、前記レールの高さの近傍に位置している請求項１７記載の固
形製品供給組立体。
【請求項２２】
　前記フラッドプレーンから約３．５０インチのところに真空破壊装置を更に有する請求
項２１記載の固形製品供給組立体。
【請求項２３】
　前記レールは、前記オーバーフロー排出口の周りに延在している請求項１７記載の固形
製品供給組立体。
【請求項２４】
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　加圧された希釈剤と共に固形製品を供給する固形製品供給組立体において、
　上部、第一空洞、及び第一空洞内のマニホルドの少なくとも一部を有し、前記上部が前
記固形製品を支持するように構成され、前記マニホルドが第一通路、第二通路、及び第二
空洞を有する、第一ハウジングと、
　前記加圧された希釈剤を受けるように構成され、且つ第一通路と流体により連通する第
一希釈剤注入口と、
　前記加圧された希釈剤を受けるように構成され、且つ第二通路及び第二空洞と流体によ
り連通する第二希釈剤注入口と、
　第一通路及び第一空洞と流体により連通するスプレーノズルと、
　第一空洞と流体により連通する濃縮溶液排出口と、
　前記濃縮溶液排出口内に位置し、且つ第二空洞と流体により連通する希釈剤排出口と、
を含み、
　前記濃縮溶液排出口及び前記希釈剤排出口は各々が円錐形部を含み、
　前記加圧された希釈剤は、第一希釈剤注入口及び第二希釈剤注入口と流体により連通し
、第一希釈剤注入口及び第二希釈剤注入口は常時に開放し、前記希釈剤の一部は第一希釈
剤注入口を介して第一通路そして前記スプレーノズルに流入し、前記スプレーノズルによ
り前記希釈剤の一部が前記固形製品に噴霧されて濃縮溶液が生成され、且つ前記濃縮溶液
は第一空洞を介して前記濃縮溶液排出口に流入し、且つ前記希釈剤の他の部は第二希釈剤
注入口を介して第二通路に、第二空洞に、そして前記希釈剤排出口に流入し、前記希釈剤
は、前記濃縮溶液排出口から前記濃縮溶液を引くためのベンチュリ効果を生じる十分な流
速で前記希釈剤排出口を介して流れ、前記希釈剤及び前記濃縮溶液は、それぞれ、実質的
同時に前記希釈剤排出口及び前記濃縮溶液排出口から流出し、個々の前記排出口の外部で
混合して使用溶液を生成し、且つ
　前記マニホルドは前記加圧された希釈剤を受けるように構成された第三通路及び第三希
釈剤注入口を具備し、且つ第三通路及び第二空洞と流体により連通し、第三希釈剤注入口
と流体により連通するバルブを含み、
　前記バルブは希釈剤の第三希釈剤注入口への流入を可能する開放位置と第三希釈剤注入
口からの希釈剤の流出を阻止する閉鎖位置とを有し、
　前記加圧された希釈剤は第三希釈剤注入口と流体により連通し、
　前記バルブが開放位置のときに、前記希釈剤の他の部は、第三希釈剤注入口を介して第
三通路に、第二空洞に、そして前記希釈剤排出口に流入する、固形製品供給組立体。
【請求項２５】
　前記濃縮溶液排出口は、約０．５４～０．６０インチの内径を有し、且つ前記希釈剤排
出口は、約０．３５～０．４１インチの内径及び約０．４５～０．５０インチの外径を有
し、それにより約０．０３及び０．０７インチの空間が前記希釈剤排出口と前記濃縮溶液
排出口との間に形成される請求項２４記載の固形製品供給組立体。
【請求項２６】
　前記希釈剤は、８．０ｇｐｍまでの流量で前記希釈剤排出口から流出し、濃縮された使
用溶液は、１．０ｇｐｍまでの流量で前記希釈剤排出口と前記濃縮溶液排出口との間の空
間を介して前記濃縮溶液排出口から流出し、且つ前記使用溶液は、９．０ｇｐｍまでの流
量で流れる請求項２５記載の固形製品供給組立体。
【請求項２７】
　前記バルブは第三希釈剤注入口と流体により連通する温度制御バルブであり、第三希釈
剤注入口と流体により連通する温度制御バルブを更に有し、前記温度制御バルブは、前記
希釈剤が約１０５～１２０°Ｆに達したときに、開放位置になり且つ希釈剤が第三希釈剤
注入口を介して流れることを可能にし、且つ前記温度制御バルブは、前記希釈剤が約１０
５～１２０°Ｆ未満であるときに、閉鎖位置になり且つ希釈剤が第三希釈剤注入口を介し
て流れることを防止し、
　第二希釈剤注入口及び第二通路は第一希釈剤ラインであり且つ前記希釈剤の温度が約１
０５～１２０°Ｆに達したときに前記温度制御バルブは第三希釈剤注入口及び第三通路を
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介して第二希釈剤ラインを形成し、第二希釈剤ラインは前記希釈剤が約１０５～１２０°
Ｆに達したときにのみ開放して使用溶液の濃度を低下させる請求項２４記載の固形製品供
給組立体。
【請求項２８】
　第一形状を有する固形製品、及び
　製品ホルダを具備した製品ハウジングを更に含み、
　前記製品ホルダは、前記固形製品の第一形状に対応した第二形状を有する第三空洞を有
し、第一形状は第二形状よりも小さなスケールであり、第三空洞は前記固形製品を受ける
ように形成且つ構成され、第一及び第二形状は、他の固形製品の第三空洞内への設置を防
止するためのロックアウト装置を形成している請求項２４記載の固形製品供給組立体。
【請求項２９】
　底部と、前記底部近傍のオーバーフロー排出口とを有する製品ホルダを含む製品ハウジ
ングと、
　前記製品ホルダの底部近傍から下方に延在する延長フランジと、
　前記製品ホルダの底部に対して作動可能に連結されたベース部と、
　第一ハウジングの上部によって支持された支持フランジと、
　前記支持フランジの近傍から上方に延在するレールと、
　所定角度で前記製品ホルダに向かって上方に延在する前記レールの近傍に位置しかつ前
記製品ホルダの近傍でオーバーフロー排出口を形成している傾斜部とを更に有し、
前記製品ホルダの底部及び前記オーバーフロー排出口は前記固形製品の底面の近傍に位置
し、それにより前記固形製品供給組立体のフラッドプレーンの位置を下げ、
　前記延長フランジ及び前記傾斜部は、前記固形製品の底面に噴霧された希釈剤が前記オ
ーバーフロー排出口から排出されることを防止する請求項２４記載の固形製品供給組立体
。
【請求項３０】
　加圧された希釈剤と共に固形製品を供給する固形製品供給組立体において、
　上部、第一空洞、及び第一空洞内のマニホルドの少なくとも一部を有し、前記上部が前
記固形製品を支持するように構成され、前記マニホルドが第一通路、第二通路、及び第二
空洞を有する、第一ハウジングと、
　前記加圧された希釈剤を受けるように構成され、且つ第一通路と流体により連通する第
一希釈剤注入口と、
　前記加圧された希釈剤を受けるように構成され、且つ第二通路及び第二空洞と流体によ
り連通する第二希釈剤注入口と、
　第一通路及び第一空洞と流体により連通するスプレーノズルと、
　第一空洞と流体により連通する濃縮溶液排出口と、
　前記濃縮溶液排出口内に位置し、且つ第二空洞と流体により連通する希釈剤排出口と、
を含み、
　前記加圧された希釈剤は、第一希釈剤注入口及び第二希釈剤注入口と流体により連通し
、第一希釈剤注入口及び第二希釈剤注入口は常時に開放し、前記希釈剤の一部は第一希釈
剤注入口を介して第一通路そして前記スプレーノズルに流入し、前記スプレーノズルによ
り前記希釈剤の一部が前記固形製品に噴霧されて濃縮溶液が生成され、且つ前記濃縮溶液
は第一空洞を介して前記濃縮溶液排出口に流入し、且つ前記希釈剤の他の部は第二希釈剤
注入口を介して第二通路に、第二空洞に、そして前記希釈剤排出口に流入し、前記希釈剤
は、前記濃縮溶液排出口から前記濃縮溶液を引くためのベンチュリ効果を生じる十分な流
速で前記希釈剤排出口を介して流れ、前記希釈剤及び前記濃縮溶液は、それぞれ、実質的
同時に前記希釈剤排出口及び前記濃縮溶液排出口から流出し、個々の前記排出口の外部で
混合して使用溶液を生成し、且つ
　前記マニホルドは前記加圧された希釈剤を受けるように構成された第三通路及び第三希
釈剤注入口を具備し、且つ第三通路及び第二空洞と流体により連通し、第三希釈剤注入口
と流体により連通するバルブを含み、
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　前記バルブは希釈剤の第三希釈剤注入口への流入を可能する開放位置と第三希釈剤注入
口からの希釈剤の流出を阻止する閉鎖位置とを有し、
　前記加圧された希釈剤は第三希釈剤注入口と流体により連通し、
　前記バルブが開放位置のときに、前記希釈剤の他の部は、第三希釈剤注入口を介して第
三通路に、第二空洞に、そして前記希釈剤排出口に流入し、且つ
　前記閉鎖位置は、前記希釈剤が第一希釈剤注入口及び第二希釈剤注入口を流れる時に前
記希釈剤が第三希釈剤注入口を流れることを阻止する、固形製品供給組立体。
【請求項３１】
　前記濃縮溶液排出口は、約０．５４～０．６０インチ（１インチ≒２．５４ｃｍ）の内
径を有し、且つ前記希釈剤排出口は、約０．３５～０．４１インチの内径及び約０．４５
～０．５０インチの外径を有し、それにより約０．０３及び０．０７インチの空間が前記
希釈剤排出口と前記濃縮溶液排出口との間に形成される請求項３０記載の固形製品供給組
立体。
【請求項３２】
　前記希釈剤は、８．０ｇｐｍまでの流量で前記希釈剤排出口から流出し、濃縮された使
用溶液は、１．０ｇｐｍまでの流量で前記希釈剤排出口と前記濃縮溶液排出口との間の空
間を介して前記濃縮溶液排出口から流出し、且つ前記使用溶液は、９．０ｇｐｍまでの流
量で流れる請求項３１記載の固形製品供給組立体。
【請求項３３】
　前記バルブは第三希釈剤注入口と流体により連通する温度制御バルブであり、前記温度
制御バルブは、前記希釈剤が約１０５～１２０°Ｆに達したときに、開放位置になり且つ
希釈剤が第三希釈剤注入口を介して流れることを可能にし、且つ前記温度制御バルブは、
前記希釈剤が約１０５～１２０°Ｆ未満であるときに、閉鎖位置になり且つ希釈剤が第三
希釈剤注入口を介して流れることを防止し、
　第二希釈剤注入口及び第二通路は第一希釈剤ラインであり且つ前記希釈剤の温度が約１
０５～１２０°Ｆに達したときに前記温度制御バルブは第三希釈剤注入口及び第三通路を
介する第二希釈剤ラインを形成し、第二希釈剤ラインは前記希釈剤が約１０５～１２０°
Ｆに達したときにのみ開放して使用溶液の濃度を低下させる請求項３０記載の固形製品供
給組立体。
【請求項３４】
　第一形状を有する固形製品、及び
　製品ホルダを具備した製品ハウジングを更に含み、
　前記製品ホルダは、前記固形製品の第一形状に対応した第二形状を有する第三空洞を有
し、第一形状は第二形状よりも小さなスケールであり、第三空洞は前記固形製品を受ける
ように形成且つ構成され、第一及び第二形状は、他の固形製品の第三空洞内への設置を防
止するためのロックアウト装置を形成している請求項３０記載の固形製品供給組立体。
【請求項３５】
　底部と、前記底部近傍のオーバーフロー排出口とを有する製品ホルダを含む製品ハウジ
ングと、
　前記製品ホルダの底部近傍から下方に延在する延長フランジと、
　前記製品ホルダの底部に対して作動可能に連結されたベース部と、
　第一ハウジングの上部によって支持された支持フランジと、
　前記支持フランジの近傍から上方に延在するレールと、
　所定角度で前記製品ホルダに向かって上方に延在する前記レールの近傍に位置しかつ前
記製品ホルダの近傍でオーバーフロー排出口を形成している傾斜部とを更に有し、
前記製品ホルダの底部及び前記オーバーフロー排出口は前記固形製品の底面の近傍に位置
し、それにより前記固形製品供給組立体のフラッドプレーンの位置を下げ、
　前記延長フランジ及び前記傾斜部は、前記固形製品の底面に噴霧された希釈剤が前記オ
ーバーフロー排出口から排出されることを防止する請求項３０記載の固形製品供給組立体
。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固形製品を供給する方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　万能洗浄剤、洗剤、消毒剤、リンス助剤、又は使用溶液を作ることが望ましいその他の
任意適当な化学薬品等の固形製品の一部を侵食するために希釈剤を利用するディスペンサ
は周知である。供給対象の製品は、通常、固形製品であり、且つ化学薬品の固形ブロック
、ペレット、成型製品、又は押し出し製品の形態であってよい。このようなディスペンサ
の一例が、Ｃｏｐｅｌａｎｄ他による米国特許第４，８２６，６６１号に記述されている
。この特許は、洗浄システム用の固形ブロック化学薬品ディスペンサを開示している。こ
のディスペンサは、洗浄組成物の固形ブロックの表面に溶解スプレーを噴霧するスプレー
ノズルを含んでいる。ノズルは、固体ブロックの露出面に噴霧することによってブロック
の一部を溶解し、それにより使用溶液を形成する。これは、希釈剤を使用するディスペン
サの一例に過ぎず、更には、供給可能な製品タイプの一例に過ぎない。侵食するために希
釈剤を利用して製品の一部を供給する多数の様々なディスペンサが存在し、且つ製品も、
任意数の多称形態を有する。
【０００３】
　使用溶液を供給する際には、しばしば、使用溶液の特定濃度を維持することが重要であ
る。従来技術によるディスペンサは、固形製品に噴霧する水量及び使用溶液に添加する水
量を制御することにより、これを実行し、且つ電子回路を使用して水注入口バルブを制御
することにより、これを実現している。更には、従来技術によるディスペンサにおいて、
添加希釈剤を使用溶液に添加する際に、しばしば、ディスペンサ内における発泡が生じる
問題があり、この結果、固形製品への噴霧が妨げられると共に、使用溶液の濃度が影響を
受ける可能性がある。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、これらの従来技術によるディスペンサに関連した問題を解決することを課題
とする。
【０００５】
〔発明の概要〕
　本発明の一形態において、固形製品ディスペンサは、上部、第一空洞、及び第一空洞内
にマニホルドを具備した第一ハウジングを含む。上部は、第一形状を有する固形製品の底
面を支持する。マニホルドは、第一通路、第二通路、及び第二空洞を有する。第一希釈剤
注入口が第一通路と流体により連通し、第二希釈剤注入口が第二通路及び第二空洞と流体
により連通する。スプレーノズルが第一通路及び第一空洞と流体により連通する。濃縮溶
液排出口が第一空洞と流体により連通し、濃縮溶液排出口内に収容された希釈剤排出口が
第二空洞と流体により連通する。好ましくは、濃縮溶液排出口及び希釈剤排出口は、漏斗
形であり、希釈剤排出口は、濃縮溶液排出口の空洞内に設けられている。希釈剤排出口は
、好ましくは、希釈剤排出口から流出する希釈剤の流速を増大させるべく、相対的に小さ
な直径を有する。排出口管を濃縮溶液排出口に対して作動可能に連結可能である。
【０００６】
　希釈剤は第一注入口及び第二注入口に供給される。希釈剤は、第一注入口から第一通路
に、そしてスプレーノズルに流入し、スプレーノズルが希釈剤を固形製品の底面上に噴霧
して濃縮溶液を生成する。濃縮溶液は、第一空洞を介して濃縮溶液排出口へ流入する。希
釈剤は、第二注入口から第二通路、第二空洞、そして希釈剤排出口へ流入する。相対的に
高速で希釈剤排出口を介して流れる希釈剤がベンチュリ効果を生じて、濃縮溶液排出口か
ら濃縮溶液を引く。濃縮溶液及び希釈剤は、それぞれ実質的に同時に、濃縮溶液排出口及
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び希釈剤排出口から流出した後に、ディスペンサの外部において、排出口管が濃縮溶液排
出口に作動可能に連結されている場合には、排出口管内で混合する。
【０００７】
　製品ハウジングは、固形製品の第一形状に対応した第二形状を有する第三空洞を有する
製品ホルダを具備している。第三空洞は、固形製品を受けるように形成且つ構成され、第
一及び第二形状は、誤ったタイプの製品がディスペンサと共に使用されることを防止する
ためのロックアウト装置として機能する。延長フランジが製品ホルダから下方に延在する
。ベース部は、製品ホルダの底部に対して作動可能に連結され、且つ第一ハウジングの上
部によって支持された支持フランジを含む。レールが支持フランジから上方へ延在し、レ
ールの底部近傍には、約３８～４６°の角度で製品ホルダに向かって上方に延在する傾斜
部がある。傾斜部は、製品ホルダまで全長には伸長しないで、オーバーフロー排出口を形
成する。オーバーフロー排出口は、好ましくは、０．０２０～０．０４５インチ（１イン
チ≒２．５４ｃｍ）の幅及び０．１００～０．１３０インチの高さを有するスロットであ
る。コネクタが、延長フランジ、レール、及び支持フランジを相互に連結する。レールの
高さは、フラッドプレーン（ｆｌｏｏｄ　ｐｌａｎｅ≒洪水面）の高さであり、真空破壊
装置は、通常、フラッドプレーンから少なくとも３．５０インチのところに位置するよう
に、法令によって要求されている。フラッドプレーンが製品ホルダの底部近傍にあるので
、ディスペンサに必要とされる空間が縮小される。
【０００８】
　希釈剤を固形製品の底部に噴霧すると、希釈剤がフラッドプレーンの近傍にも噴霧され
る。延長フランジ及び傾斜部は、オーバーフロー排出口から希釈剤の噴霧が排出されるの
を防止するのに役立つ。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　添付図面には、本発明の原理に従って構成された好適実施形態のディスペンサが参照符
号１００によって示されている。
【００１０】
　図１～図４に示されているように、ディスペンサ１００は、下部１０３及び上部２００
を具備したハウジング１０１を含む。下部１０３は、円錐部１０４、注入口部１１０、排
出口部１２３、及び希釈剤排出口部１３６を含む。円錐部１０４は、上部１５０及び円錐
形状の空洞１０５を有する。上部１５０は、好ましくは、丸く、且つ周面１５１を有し、
フランジ１５２が周面１５１の外縁の近傍から上方に伸長している。従って、周面１５１
は上部１５０の周りに棚を形成し、フランジ１５２は周面１５１の周りにレールを形成し
ている。図５に示されているように、製品支持部１４４’は、上に製品を配置可能である
周面１５１によって支持されたグリッドを形成する細長い部材１４５’及び１４６’を含
む。製品支持部１４４’は、製品を支持し、且つ製品の底面への希釈剤の噴霧を可能にし
て濃縮溶液を生成する。或いは、この代わりに、図３及び図４に示されているように、周
囲１４５及びメッシュ部１４６を有するスクリーン１４４を使用することが可能である。
希釈剤による製品の底部との接触を可能にする任意適宜製品支持部を使用可能である。ボ
ア１５４を含む任意選択の取り付け部材１５３を上部１５０の一側に作動可能に連結可能
であり、且つボア１０７を含む任意選択の取り付けフランジ１０６を下部１０３の外部底
面の対向する側に作動可能に連結可能である。留め具（図示されてはいない）をボア１５
４及び１０７を介して挿入することにより、下部１０３を壁等の取り付け表面（図示され
てはいない）に固定可能である。
【００１１】
　注入口部１１０は、好ましくは、円錐部１０４に一体化され、従って、円錐部１０４と
共に、一体成型された漏斗形状の部分を形成している。注入口部１１０は、第二空洞１１
３を有するマニホルド１１２の少なくとも一部が配置されている第一空洞１１１を含む。
マニホルド１１２は、分離の構成要素であってよく、或いは、ハウジング１０１と共に一
体形成することが可能である。マニホルド１１２は、第一通路１１４ｂ及び第二通路１１
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６ｂを含み、且つ任意選択の第三通路１１７ｂを含んでよい。第一通路１１４ｂは、コネ
クタ１１４ａが作動可能に連結される第一注入口１１４と流体により連通する。スプレー
ノズル１１５は、マニホルド１１２に作動可能に連結され、且つ第一通路１１４ｂと流体
により連通する。図３及び図４に示されているように、スプレーノズル１１５は、好まし
くは、マニホルド１１２内に螺入される。使用可能な適宜スプレーノズルは、Ｃａｒｏｌ
　Ｓｔｒｅａｍ，　Ｉｌｌｉｎｏｉｓに所在するＡｌｌＳｐｒａｙ，　Ｌ．Ｌ．Ｃ．社に
よって製造されているフルコーンスタンダードスプレーノズルである。第二通路１１６ｂ
は、フロー制御装置１１６ａが作動可能に連結されている第二注入口１１６と流体により
連通する。任意選択の第三通路１１７ｂは、フロー制御装置１１７ａが作動可能に連結さ
れている第三注入口１１７と流体により連通する。フロー制御装置１１６ａ及び１１７ａ
は、好ましくは、レギュレータ又は任意の他の適宜フロー制御装置である。好ましくは、
フロー制御装置１１６ａは、流量を４．０ガロン／分（以下、「ｇｐｍ」と表記する）ま
でに制御し、フロー制御装置１１７ａは、流量を４．０ｇｐｍまでに制御する。
【００１２】
　好ましくは、大気圧真空破壊装置である真空破壊装置２５０が、ブラケット２５７を有
する壁等の表面に取り付けられる。注入口２５１は、真空破壊装置２５０の底部２５２に
作動可能に連結され、且つ水等の希釈剤供給源から希釈剤を受け、希釈剤は、排出口２５
３から、第一排出口２５６ａ、第二排出口２５６ｂ、及び第三排出口２５６ｃを有するス
プリッタ２５４の注入口２５５内に排出される。第一排出口２５６ａから希釈剤は、注入
口１１６へ流入し、第二排出口２５６ｂから、希釈剤は、注入口１１４へ流入し、第三排
出口２５６ｃから、希釈剤は、注入口１１７へ流入する。
【００１３】
　第三注入口１１７及び第三通路１１７ｂが含まれ、且つ第三注入口１１７を使用するこ
とが望ましくない場合には、第二空洞１１３の近傍で第三通路１１７ｂを閉鎖又はシーリ
ング可能である。又、マニホルド１１２は、スプレーノズル１１５の下方近くで下方に伸
長するバッフル１１８を含み、通路１１６ｂ及び１１７ｂは、第二空洞１１３に連通する
。開口部１２０を含む雄連結フランジ１１９が、注入口部１１０の底部から外方に伸長し
ている。
【００１４】
　排出口部１２３は、漏斗形であり、且つ漏斗形の空洞１２８及び上部１３４を含み、そ
れから、開口部１２５を有する雌連結フランジ１２４が伸長している。又、雌連結フラン
ジ１２４は、排出口部１２３の上部１３４の周りに相互に略９０度だけ離隔した４つの座
１２６を含む。空洞１２８は、円錐部１２９及び排出口部１３０を含む。排出口部１２３
の底部の外面は、排出口管１４８を連結する刺のある外面１３１を含む。開口部１３３を
含む任意選択の取り付けフランジ１３２を円錐部の近傍で排出口部１２３の対向する側に
作動可能に連結可能である。留め具（図示されてはいない）を開口部１３３に挿入するこ
とにより、排出口部１２３を壁等の取り付け表面（図示されてはいない）に固定可能であ
る。
【００１５】
　希釈剤排出口部１３６は、好ましくは、円錐部１３８の上部１３９から外方に伸長し、
且つ排出口部１２３の座１２６内に着座する４つのアーム１３７を含む。排出口部１４１
は、好ましくは、円錐部１３８に一体化され、且つそれから下方に伸長している。円錐部
１３８及び排出口部１４１は、長手方向に貫通する空洞１４２を形成する。雄連結フラン
ジ１１９は排出口部１２３の雌連結フランジ１２４内に着座し、開口部１２０及び１２５
は整列する。留め具（図示されてはいない）を開口部１２０及び１２５を介して挿入する
ことにより、注入口部１１０を排出口部１２３に固定する。Ｏリング１２７により、雄連
結フランジ１１９及び雌連結フランジ１２４を第一空洞１１１及び空洞１２８の近傍に封
止する。Ｏリング１４０により、希釈剤排出口部１３６の上部１３９を第二空洞１１３及
び空洞１４２の近傍で注入口部１１０のマニホルド１１２に対して封止する。
【００１６】
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　排出口部１２３は、好ましくは、空洞１２８の排出口部１３０の直径である約０．５４
～０．６０インチ（１インチ≒２．５４ｃｍ）の内径を有する。刺のある外面１３１は、
好ましくは、約０．７５インチの内径を有する排出口管１４８を支持するために約１．０
インチの外径を有する。希釈剤排出口１３６は、好ましくは、空洞１４２の直径である約
０．３５～０．４１インチの内径を有する。希釈剤排出口１３６の外径は、好ましくは、
０．４５～０．５０インチである。従って、排出口部１２３の内径と希釈剤排出口１３６
の外部の間には、約０．０３～０．０７インチの空間が存在している。
【００１７】
　上部２００がディスペンサ１００に作動可能に連結された状態で示されているが、上部
１６０及び１８０を使用することが可能である。ディスペンサの上部は、万能洗浄剤、洗
剤、消毒剤、リンス助剤、又は使用溶液を作るのに好ましい任意の他の適宜化学薬品等の
適宜固形製品を受けるための製品ホルダである。上部は、下部１０４と共に使用されるべ
く示されているが、上部は、様々な異なるタイプのディスペンサと共に使用可能であり、
且つ下部１０４と共に使用されることに限定されない。
【００１８】
　図６～図８に示されているように、上部１６０は、正方形の形状の空洞１６２を有す正
方形の製品ホルダ１６１と、好ましくは、製品ホルダ１６１の底部近傍で製品ホルダ１６
１に一体化されたベース部１６６と、を含む。正方形の製品ホルダ１６１の第一側１６１
ａの前部１６３は、他の側に対して下方に伸長し、且つ階段部１６９の水平面１６９ａに
作動可能に連結される。階段部１６９の垂直面１６９ｂは、水平面１６９ａと、製品ホル
ダ１６１の周りに延在するフランジ１６７と、を相互に連結する。レール１６８が、残り
の三側１６１ｂ、１６１ｃ、及び１６１ｄのそれぞれ（前部１６３が伸長している第一側
１６１ａを含まない）およびフランジ１６７と相互に結合している。各レール１６８は、
各側の二つのコーナーの近傍で製品ホルダ１６１に作動可能に連結され、且つ各側の中間
近くで外方へ弓なりに曲がっている。各レール１６８の底部近傍で、傾斜部１７０が約３
８～４６°の角度で製品ホルダ１６１に向かって上方に伸長している。傾斜部１７０は、
製品ホルダ１６１まで継続的に延在しないで、オーバーフロー排出口１７２を形成してい
る。オーバーフロー排出口は、好ましくは、０．０２０～０．０４５インチの幅及び０．
１００～０．１３０インチの高さを有するスロットである。コネクタ１７１が、側１６１
ｂ、１６１ｃ、及び１６１ｄの間の二つのコーナーの近傍で、延長フランジ１６４、レー
ル１６８、及びフランジ１６７を相互連結している。延長フランジ１６４は、製品ホルダ
１６１の底部から下方に伸長し、且つフランジ１６７まで継続的に伸長してはいない。好
ましくは、延長フランジ１６４は、製品ホルダ１６１から約１．２５インチにわたって伸
長している。延長フランジ１６４及びフランジ１６７の間の高さは、約０．０４～０．０
８インチである。フラッドプレーン１７３がレール１６８の上部近傍にある。図１５及び
図１６は、ベース部１６６の断面図を示している。
【００１９】
　製品ホルダ１６１は、好ましくは、約５．７５インチの高さであり、フラッドプレーン
１７３は、製品ホルダ１６１の底部から約２．２５インチまでのどこかに配置可能である
。この結果、真空破壊装置２５０の底部２５２が、法令によって通常求められているよう
に、フラッドプレーン１７３から少なくとも３．５０インチのところに位置する。
【００２０】
　図９～図１１に示されているように、上部１８０は、五角形の形状の空洞１８２を有す
る五角形の製品ホルダ１８１と、好ましくは、製品ホルダ１８１の底部近傍において製品
ホルダ１８１と一体になったベース部１８６と、を含む。五角形の製品ホルダ１８１の第
一側１８１ａの前部１８３は、その他の側との関係で下方に伸長し、且つ階段部１８９の
水平面１８９ａに作動可能に連結されている。階段部１８９の垂直面１８９ｂは、水平面
１８９ａと、製品ホルダ１８１の周りに伸長するフランジ１８７を相互連結している。レ
ール１８８が、残りの４つの側１８１ｂ、１８１ｃ、１８１ｄ、及び１８１ｅ（前部１８
３が伸長している第一側１８１ａを含まない）のそれぞれのものとフランジ１８７を相互
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連結している。好ましくは、レール１８８は、４つの側１８１ｂ、１８１ｃ、１８１ｄ、
及び１８１ｅの周りに伸長している。レール１８８は、４つの側のそれぞれの接合部の近
傍で製品ホルダ１８１に作動可能に連結されている。レール１８８の底部の近傍には、傾
斜部１９０が、４つの側１８１ｂ、１８１ｃ、１８１ｄ、及び１８１ｅの近傍で約３８～
４６°の角度で製品ホルダ１８１に向かって上方に伸長している。傾斜部１９０は、製品
ホルダ１８１まで継続的に伸長しないでオーバーフロー排出口１９２を形成している。オ
ーバーフロー排出口１９２は、好ましくは、０．０２０～０．０４５インチの幅及び０．
１００～０．１３０インチの高さを有するスロットである。コネクタ１９１が、側１８１
ｂ、１８１ｃ、１８１ｄ、及び１８１ｅの接合部の近傍において、延長フランジ１８４、
レール１８８、及びフランジ１８７を相互連結している。延長フランジ１８４は、製品ホ
ルダ１８１の底部から下方に伸長し、且つフランジ１８７まで継続的に伸長していない。
延長フランジ１８４は延長フランジ１６４に類似している。好ましくは、延長フランジ１
８４は製品ホルダ１８１から約１．２５インチにわたって伸長している。延長フランジ１
８４とフランジ１８７の間の高さは、約０．０４～０．０８インチである。フラッドプレ
ーン（ｆｌｏｏｄ　ｐｌａｎｅ）１９３がレール１８８の上部近傍にある。
【００２１】
　製品ホルダ１８１は、好ましくは、約５．５７インチの高さであり、且つフラッドプレ
ーン１９３は、製品ホルダ１８１の底部から約２．２５インチまでのどこかに設置可能で
ある。この結果、真空破壊装置が、法令によって通常求められているように、フラッドプ
レーン１９３から少なくとも３．５０インチのところにある。
【００２２】
　図１２～図１４に示されているように、上部２００は、六角形の空洞２０２を有する六
角形の製品ホルダ２０１と、好ましくは、製品ホルダ２０１の底部近傍で製品ホルダ２０
１と一体になったベース部２０６と、を含む。六角形の製品ホルダ２０１の第一側２０１
ａの前部２０３は、他の側との関係で下方に伸長し、且つ階段部２０９の水平面２０９ａ
に作動可能に連結されている。階段部２０９の垂直面２０９ｂは、水平面２０９ａと、製
品ホルダ２０１の周りに伸長するフランジ２０７を相互連結している。レール２０８が、
残りの５つの側２０１ｂ、２０１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１ｆ（前面２０３が
伸長する第一側２０１ａを含まない）のそれぞれとフランジ２０７を相互連結している。
好ましくは、レール２０８は、５つの側２０１ｂ、２０１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び
２０１ｆの周りに伸長している。レール２０８は、５つの側のそれぞれの接合部の近傍に
おいて製品ホルダ２０１に作動可能に連結されている。レール２０８の底部近傍で、傾斜
部２１０が、５つの側２０１ｂ、２０１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１ｆのそれぞ
れの近傍で約３８～４６°の角度で製品ホルダ２０１に向かって上方に伸長している。傾
斜部２１０は、製品ホルダ２０１まで継続的に伸長しないで、オーバーフロー排出口２１
２を形成している。オーバーフロー排出口２１２は、好ましくは、０．０２０～０．０４
５インチの幅及び０．１００～０．１３０インチの高さを有するスロットである。コネク
タ２１１が、側２０１ｂ、２０１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１ｆの接合部の近傍
において、延長フランジ２０４、レール２０８、及びフランジ２０７を相互連結している
。延長フランジ２０４は、製品ホルダ２０１の底部から下方に伸長し、且つフランジ２０
７まで継続的に伸長していない。延長フランジ２０４は、延長フランジ１６４に類似して
いる。好ましくは、延長フランジ２０４は、製品ホルダ２０１から約１．２５インチにわ
たって伸長している。延長フランジ２０４とフランジ２０７の間の高さは、約０．０４～
０．０８インチである。フラッドプレーン２１３は、レール２０８の上部近傍にある。
【００２３】
　製品ホルダ２０１は、好ましくは、約５．７５インチの高さであり、フラッドプレーン
２１３は、製品ホルダ２０１の底部から約２．２５インチまでのどこかに設置可能である
。この結果、真空破壊装置が、法令によって通常求められているように、フラッドプレー
ン２１３から少なくとも３．５０インチのところにある。
【００２４】



(12) JP 4880748 B2 2012.2.22

10

20

30

40

50

　適宜タイプの製品がディスペンサと共に使用され得るために異なる上部が固形製品のロ
ックアウト装置として使用できる。ディスペンサと共に使用されることが望ましい固形製
品は、その固形製品が製品ホルダ内にフィットする一方で、他の形状の固形製品が製品ホ
ルダ内にフィットしないように、ディスペンサの製品ホルダの形状よりもわずかに小さな
スケールの対応する形状を有する。これは、異なる固形製品及び異なる製品ホルダは、異
なる長さを有すると共に異なる角度を形成する異なる数の側を具備することによる。異な
る固形製品を異なる製品ホルダ内に設置する場合に、異なる固形製品は、異なる製品ホル
ダからロックアウトされることになる。これらの製品ホルダ及び対応する製品の形状、並
びに、製品のタイプは、例示を目的として列挙したものに過ぎず、これらはディスペンサ
と共に使用可能である製品の形状及びタイプを限定することを意図しない。
【００２５】
　上部１６０は、好ましくは、フロアケア製品である正方形の製品３００を受けるべく形
成且つ構成された空洞１６２を有する正方形の製品ホルダ１６１を含む。図１７に示され
ているように、製品３００は、四側３０１を含み、これは、それぞれ、約３．５５０イン
チの長さＡを有する。隣接する側３０１は、好ましくは、相互に約９０度の角度にある。
図７に示されているように、製品ホルダ１６１の側１６１ａ、１６１ｂ、１６１ｃ、及び
１６１ｄは、好ましくは、それぞれ、約４．００５インチの長さＩを有する。隣接する側
は、好ましくは、相互に約９０度の角度にある。製品ホルダ１６１及び製品３００は、対
応する形状を有するが、製品ホルダ１６１（４．００５×４．００５インチ）は、空洞１
６２内に製品３００を受けるべく、製品３００（３．５５０×３．５５０インチ）よりも
わずかに大きなスケールである。製品３００は、製品ホルダ１６１の対応する形状よりも
わずかに小さなスケールの形状を有するが、ロックアウト機能を無効にするほどに小さく
はない。
【００２６】
　上部１８０は、好ましくは、万能洗浄剤である五角形の製品４００を受けるべく形成且
つ構成された空洞１８２を有する五角形の製品ホルダ１８１を含む。図１８に示されてい
るように、製品４００は、五側４０１を含み、各側は、約２．７０１インチの長さＢを有
する。寸法Ｃは、約１．８５９インチであり、且つ製品４００の中心近傍から側４０１ま
での寸法である。寸法Ｐは、約４．０３９インチであり、且つ二つの側４０１の接合部近
傍から対向する側４０１までの寸法である。寸法Ｐに垂直の寸法Ｒは、約４．１４６イン
チであり、且つ二側４０１の接合部近傍から対向する二つの側４０１の接合部までの寸法
である。隣接する二側は、好ましくは、相互に約１０８度の角度Ｄにある。図１０に示さ
れているように、製品ホルダ１８１の側１８１ａ、１８１ｂ、１８１ｃ、１８１ｄ、及び
１８１ｅは、好ましくは、それぞれ、約２．９８５インチの長さＪを有する。寸法Ｑは、
約４．１３０インチであり、且つ側１８１ｃ及び１８１ｄの接合部近傍から対向する側１
８１ａまでの寸法である。寸法Ｑに垂直の寸法Ｓは、約４．２４２インチであり、且つ二
側１８１ｂ及び１８１ｃの接合部近傍から対向する二側１８１ｄ及び１８１ｅの接合部ま
での寸法である。隣接する側は、好ましくは、相互に約１０８度の角度Ｌにある。製品ホ
ルダ１８１及び製品４００は、対応する形状を有するが、製品ホルダ１８１（寸法Ｑ（４
．１３０インチ）×寸法Ｓ（４．２４２インチ））は、空洞１８１内に製品４００を受け
るべく、製品４００（寸法Ｐ（４．０３９インチ）×寸法Ｒ（４．１４６インチ））より
もわずかに大きい。製品４００は、製品ホルダ１８１の対応する形状よりもわずかに小さ
なスケールである形状を有するが、ロックアウト機能を無効にするほどに小さくない。
【００２７】
　上部２００は、好ましくは、消毒剤である六角形の製品５００を受けるべく形成且つ構
成された空洞２０２を有する六角形の製品ホルダ２０１を含む。図１９に示されているよ
うに、製品５００は、六側５０１を含み、各側は、約２．２００インチの長さＥを有する
。寸法Ｆは、約１．９０５インチであり、且つ製品５００の幅の約半分の寸法であり、寸
法Ｇは、約３．８１１インチであり、且つ製品５００の幅である。寸法Ｔは、約４．２５
０インチであり、且つ二側５０１の接合部近傍から対向する二側５０１の接合部までの寸
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法である。隣接する二側は、好ましくは、相互に約１２０度の角度Ｈにある。図１３に示
されているように、製品ホルダ２０１の側２０１ａ、２０１ｂ、２０１ｃ、２０１ｄ、２
０１ｅ、及び２０１ｆは、好ましくは、それぞれ、約２．１７４インチの長さＯを有する
。寸法Ｍは、約３．９００インチであり、且つ製品ホルダ２０１の幅である。隣接する二
側は、好ましくは、相互に約１２０度の角度Ｎにある。寸法Ｍに垂直の寸法Ｕは、約４．
３４９インチである。製品ホルダ２０１及び製品５００は、対応する形状を有するが、製
品ホルダ２０１（寸法Ｍ（３．９００インチ）×寸法Ｕ（４．３４９インチ））は、空洞
２０２内に製品５００を受けるべく、製品５００（寸法Ｇ（３．８１１インチ）×寸法Ｔ
（４．２５０インチ））よりもわずかに大きなスケールである。製品５００は、製品ホル
ダ２０１の対応する形状よりもわずかに小さなスケールである形状を有するが、ロックア
ウト機能を無効にするほどに小さくない。
【００２８】
　製品ホルダ１６１の空洞１６２は、その内部に製品３００を受けるべく形成且つ構成さ
れ、製品４００及び５００は、空洞１６２内にフィットしない。具体的には、製品４００
の側４０１の長さ及び側４０１の接合部近傍の角度Ｄは、製品ホルダ１６１の側１６１ａ
、１６１ｂ、１６１ｃ、及び１６１ｄの長さ及び側１６１ａ、１６１ｂ、１６１ｃ、及び
１６１ｄの接合部近傍の９０度の角度に対応していない。更には、製品４００は、（寸法
Ｐ（４．０３９インチ）×寸法Ｒ（４．１４６インチ））の寸法を有し、且つ製品ホルダ
１６１は、寸法Ｉ（４．００５インチ）×寸法Ｉ（４．００５インチ）の寸法を有し、従
って側４０１は、寸法Ｒだけ外方へ突出し、これは、空洞１６２内にフィットするには大
き過ぎるために、プロダクト４００は、空洞１６２内にフィットしないことになる。製品
５００の側５０１の長さ及び側５０１の接合部近傍の角度Ｈは、製品ホルダ１６１の側１
６１ａ、１６１ｂ、１６１ｃ、及び１６１ｄの長さ及び側１６１ａ、１６１ｂ、１６１ｃ
、及び１６１ｄの接合部の９０度の角度に対応しない。更に、製品５００は、寸法Ｇ（３
．８１１インチ）×寸法Ｔ（４．２５０インチ）の寸法を有し、且つ製品ホルダ１６１は
、寸法Ｉ（４．００５インチ）×寸法Ｉ（４．００５インチ）の寸法を有し、従って側５
０１は、寸法Ｔだけ外方へ突出し、これは、空洞１６２内にフィットするには大き過ぎる
ために、製品５００は、空洞１６２内にフィットしないことになる。
【００２９】
　同様に、製品ホルダ１８１の空洞１８２は、その内部に製品４００を受けるべく形成且
つ構成され、製品３００及び５００は、空洞１８２内にフィットしない。具体的には、側
３０１の長さ及び側３０１の接合部近傍の９０度の角度は、側１８１ａ、１８１ｂ、１８
１ｃ、１８１ｄ、及び１８１ｅの長さ及び側１８１ａ、１８１ｂ、１８１ｃ、１８１ｄ、
及び１８１ｅの接合部近傍の角度Ｌと対応しない。更に、製品３００は、寸法Ａ（３．５
５０インチ）×寸法Ａ（３．５５０インチ）の寸法を有し、且つ製品ホルダ１８１は、寸
法Ｑ（寸法４．１３０インチ）×寸法Ｓ（４．２４２インチ）の寸法を有するが、側１８
１ａ、１８１ｂ、１８１ｃ、１８１ｄ、及び１８１ｅの長さ（寸法Ｊ（２．９８５インチ
））は、四側３０１の長さ（寸法Ａ（３．５５０インチ））よりも小さく、従って、製品
３００の四側３０１の一側を空洞１８２内で寸法Ｓのより近くに移動させなければならな
いが、この場合には、その一側３０１の反対側の製品３００の部分は空洞１８２内にフィ
ットしないことになる。例えば、空洞１８２内の寸法Ｓのより近くで側１８１ａと平行に
側３０１を空洞１８２に設置する場合には、側１８２ｃ及び１８２ｄが、空洞１８２内に
フィットした一側３０１の反対側の側３０１のコーナーを切断することになる。製品５０
０の側５０１の長さ及び側５０１の接合部近傍の角度Ｈは、側１８１ａ、１８１ｂ、１８
１ｃ、１８１ｄ、及び１８１ｅの長さ及び側１８１ａ、１８１ｂ、１８１ｃ、１８１ｄ、
及び１８１ｅの接合部近傍の角度Ｌに対応しない。更に、製品５００は、寸法Ｇ（３．８
１１インチ）×寸法Ｔ（４．２５０インチ）の寸法を有し、且つ製品ホルダ１８１は、寸
法Ｑ（４．１３０インチ）×寸法Ｓ（４．２４２インチ）の寸法を有し、従って寸法Ｔは
、寸法Ｑ又は寸法Ｓよりも大きいために、製品５００は、空洞１８２内にフィットしない
。
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【００３０】
　同様に、製品ホルダ２０１の空洞２０２は、その内部に製品５００を受けるべく形成且
つ構成され、製品３００及び４００は、空洞２０２内にフィットしない。具体的には、側
３０１の長さ及び側３０１の接合部近傍の９０度の角度は、側２０１ａ、２０１ｂ、２０
１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１ｆの長さ及び側２０１ａ、２０１ｂ、２０１ｃ、
２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１ｆの接合部近傍の角度Ｎに対応しない。更に、製品３０
０は、寸法Ａ（３．５５０インチ）×寸法Ａ（３．５５０インチ）の寸法を有し、且つ製
品ホルダ２０１は、寸法Ｍ（３．９００インチ）×寸法Ｕ（４．３４９インチ）の寸法を
有するが、側２０１ａ、２０１ｂ、２０１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１ｆの長さ
（寸法Ｏ（２．１７４インチ））は、側３０１の長さ（寸法Ａ（３．５５０インチ））よ
りも小さく、従って、製品３００の各側３０１一側を空洞２０２内の寸法Ｍ又は寸法Ｕの
いずれかのより近くに移動させなければならないが、この場合に、その一側３０１の反対
側の製品３００の部分が空洞２０２内にフィットしないことになる。例えば、側３０１が
空洞２０２内の寸法Ｕのより近くで側２０１ｂに対して平行に空洞２０２内に設置される
場合には、側２０１ｄ及び２０１ｆが、空洞２０２内にフィットする一側３０１の反対側
の側３０１のコーナーを切断することになる。同様に、側３０１を空洞２０２内の寸法Ｍ
内の側２０１ｂに対して垂直に空洞２０２内に設置する場合には、側２０１ｃ及び２０１
ｄが、空洞２０２内にフィットする一側３０１の反対側の側３０１のコーナーを切断する
ことになる。側４０１の長さ及び側４０１の接合部近傍の角度Ｄは、側２０１ａ、２０１
ｂ、２０１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１ｆの長さ及び側２０１ａ、２０１ｂ、２
０１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１ｆの接合部近傍の角度Ｎに対応しない。更に、
製品４００は、寸法Ｐ（４．０３９インチ）×寸法Ｒ（４．１４６インチ）の寸法を有し
、且つ製品ホルダ２０１は、寸法Ｍ（３．９００インチ）×寸法Ｕ（４．３４９インチ）
の寸法を有するが、側２０１ａ、２０１ｂ、２０１ｃ、２０１ｄ、２０１ｅ、及び２０１
ｆの長さ（寸法Ｏ（２．１７４インチ）は、側４０１の長さ（寸法Ｂ（２．７０１インチ
））よりも小さく、従って、製品４００の側４０１の一つを空洞２０２内の寸法Ｕのより
近くに移動させなければならないが、この場合に、その一側４０１の反対側の製品４００
の部分は空洞２０２内にフィットしないことになる。例えば、側４０１を空洞２０２内の
寸法Ｕの近くで側２０１ｂに平行に空洞２０２内に設置する場合には、側２０１ｄ及び２
０１ｆが、空洞２０２内にフィットする一側４０１の反対側の二側４０１のコーナーを切
断することになる。
【００３１】
　製品４００及び５００が空洞１６２内にフィットせず、製品３００及び５００が空洞１
８２内にフィットせず、且つ製品３００及び４００が空洞２０２にフィットしないため、
製品ホルダは、適宜タイプの製品が適切なディスペンサと共に使用されることを確実にす
るための固形製品のロックアウト装置として機能する。従って、いくつかのディスペンサ
が相互に近接した状態において使用される場合には、固形製品ロックアウト装置は、適切
な製品がそれぞれのディスペンサにおいて使用されることを確実にする。
【００３２】
　作用として、好ましくは、水である希釈剤を、当技術分野において周知のコンジットを
介して、第一注入口１１４、第二注入口１１６、及び任意選択の第三注入口１１７に供給
する。第三注入口１１７及び第三通路１１７ｂが含まれ、且つ第三注入口１１７を使用す
ることが望ましくない場合には、第三通路１１７ｂを第二空洞１１３の近傍で閉鎖又は封
止可能である。希釈剤は、第一通路１１４ｂ、第二通路１１６ｂ、及び第三通路１１７ｂ
を介して流れる。
【００３３】
　図４に示されているように、第一通路１１４ｂから、希釈剤は、継続して、マニホルド
１１２を介して、スプレーノズル１１５に流入し、空洞１０５内で上方へ向かって、スク
リーン１４４を介して、固形製品（図示されていない）上に噴霧されることにより、濃縮
溶液が生成される。濃縮溶液は、下方に、空洞１０５を介し、第一空洞１１１、空洞１２
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８の円錐部１２９及び排出口部１３０を介して流れ、排出口部１２３の底部を経てディス
ペンサ１００から流出する。
【００３４】
　図３に示されているように、第二通路１１６ｂから、希釈剤は、継続して、マニホルド
１１２を介して、第二空洞１１３内に流入し、ここで、バッフル１１８に衝突し、この結
果、希釈剤は、第二空洞１１３を介して下方に流れ、空洞１４２へ流入し、且つ希釈剤排
出口１３６の底部を介してディスペンサ１００から流出することになる。これらの濃縮溶
液及び希釈剤が排出口管１４８内で混合することによって使用溶液を形成し、これを排出
口管１４８を介して所望の場所に送る。
【００３５】
　第三注入口１１７及び第三通路１１７ｂを使用する場合には、米国特許出願公開第ＵＳ
２００６／００８３６６８Ａ１号及び第ＵＳ２００６／００８３６６９Ａ１号に開示され
ている温度制御バルブ（図示されてはいない）を使用することにより、希釈剤の温度を監
視可能である。希釈剤の温度が約１０５～１２０°Ｆに到達した場合には、更に多くの製
品を希釈剤によって溶解し、それにより濃縮溶液の濃度を高め、且つサーマルバルブがタ
ーンオンすることにより、希釈剤が第三注入口１１７を介して流れ、それにより希釈剤の
濃度調節が援助される。希釈剤の温度が約１０５～１２０°Ｆ未満である場合に、サーマ
ルバルブがターンオフし、第三注入口１１７を通る希釈剤の流れが妨げられることになる
。第三注入口１１７は、好ましくは、消毒剤、又は希釈剤の温度制御が望まれる他のタイ
プの製品と共に使用される。希釈剤の温度調節を必要としない固形製品の場合には、第三
注入口１１７を使用せず、通路１１７ｂを閉鎖することが好ましい。
【００３６】
　第三注入口１１７を使用する際には、好ましくは、水を９．０ｇｐｍまでの流量でディ
スペンサ１００に供給し、その中の１．０ｇｐｍまでを第一注入口に供給して固形製品上
に噴霧し、４．０ｇｐｍまでを第二注入口に供給し、且つサーマルバルブがオンのときに
、４．０ｇｐｍまでを第三注入口に供給する。第三注入口１１７を使用せず、且つ第三通
路１１７ｂを封止するときには、好ましくは、水を５．０ｇｐｍまでの流量でディスペン
サ１００に供給し、この中の１．０ｇｐｍまでを第一注入口に供給して固形製品に噴霧し
、且つ４．０ｇｐｍまでを第二注入口に供給する。
【００３７】
　濃縮溶液及び希釈剤は、実質的同時にディスペンサ１００から流出する。空洞１４２を
介して排出される際の希釈剤の流量は、８．０ｇｐｍまでである。空洞１３０を介して排
出される際の濃縮溶液の流量は、１．０ｇｐｍまでである。空洞排出口管１４８を介して
排出される使用溶液の流量は、９．０ｇｐｍである。希釈剤排出口１３６の相対的に小さ
い内径は、相対的に高速の流速を作り、その結果、空洞１３０から濃縮溶液を引くベンチ
ュリが形成される。希釈剤排出口１３６の内径が小さいほど、希釈剤排出口１３６から排
出される希釈剤は相対的に高速及び強力になり、その結果、ベンチュリ効果が増大する。
希釈剤の速度の増大により、負圧が生成され、それにより空洞１３０（並びに、空洞１２
９及び１１１）から濃縮溶液が抽出され、その結果、希釈剤及び濃縮溶液が排出口管１４
８内で混合される。排出口管１４８の内径は、好ましくは、可能な限り小さく、且つ濃縮
溶液及び希釈剤（９．０ｇｐｍ）が、バックアップを伴うことなくディスペンサ１００か
ら自由に排出される際に、一つに混合して使用溶液を生成できるように、サイズ設定され
る。
【００３８】
　ベンチュリ効果は、少なくとも二つの理由から有益である。第一に、濃縮溶液及び希釈
剤が相対的に迅速にディスペンサ１００から排出され、それにより使用溶液を供給するた
めの時間が短縮される。第二に、固形製品の固形部分が剥落してディスペンサの空洞内に
落下する場合に、濃縮溶液が空洞から排出される流速が増大することにより、固形製品の
固形部分が相対的に迅速に侵食される。
【００３９】
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　真空破壊装置２５０の底部２５２は、通常、逆流防止のために、フラッドプレーン１７
３から少なくとも３．５０インチのところにあることが法令によって要求されている。フ
ラッドプレーン１７３は、製品ホルダ１６１の底部近傍に下げられ、この結果、真空破壊
装置を上部１６０の上に接近させることができ、ディスペンサ１００に必要とされる空間
を縮小する。製品ホルダ１６１の底部及びフラッドプレーン１７３の近傍で希釈剤を固形
製品に噴霧することは、希釈剤がオーバーフロー排出口１７２から外へ噴霧されないよう
にするという問題を提起する。オーバーフロー排出口１７２は、ディスペンサ１００がバ
ックアップされる際には、９．０ｇｐｍまでの希釈剤及び濃縮溶液が逃げることができる
ように十分に大きなものである必要があるが、希釈剤を固形製品の底面に噴霧して濃縮溶
液を生成する際に希釈剤及び濃縮溶液が上部１６０からはね出ることを防止するのに役立
つものである。但し、この問題は、ベース部１６６及び延長フランジ１６４の形状によっ
て克服される。
【００４０】
　製品ホルダ１６１の延長フランジ１６４は、延長フランジ１６４とフランジ１６７との
間のギャップを介してバックアップが逃げることを可能にし、希釈剤がオーバーフロー排
出口１７２を介してはね出ることを防止するのに役立つ。更に、希釈剤は、オーバーフロ
ー排出口１７２よりもフランジ１６７の近傍において傾斜部１７０に衝突した後にディス
ペンサ１００内に留まるため、傾斜部１７０は、延長フランジ１６４を通過した希釈剤が
オーバーフロー排出口１７２を介してはね出ることを防止するのに役立つ。延長フランジ
１６４が下方に伸長して、希釈剤がオーバーフロー排出口１７２のより近くで傾斜部１７
０に衝突することを遮断することにより、希釈剤は、フランジ１６７のより近傍において
傾斜部１７０に衝突することになる。
【００４１】
　一つ又は複数のディスペンサが使用可能であることを理解されたい。一例として、洗浄
剤をモップバケツに供給するために、単一ディスペンサが使用可能である。別の例として
、食器洗浄機に対して、洗剤を供給するために、第一ディスペンサを使用し、消毒剤を供
給するために第二ディスペンサを使用し、且つリンス助剤を供給するために第三ディスペ
ンサを使用し得る。
【００４２】
　以上の明細、例示、及びデータは、本発明の製造及び構成の使用に関する完全な説明を
提供する。本発明の精神及び範囲を逸脱することなく、本発明の多数の実施例を実施可能
であり、本発明は、添付の請求項に規定されているとおりである。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】本発明の原理に従って構成されたディスペンサの背面斜視図である。
【図２】図１に示されているディスペンサの分解背面斜視図である。
【図３】図１に示されているディスペンサの断面図である。
【図４】図３に示されている断面から９０度回転した図１に示されているディスペンサの
断面図である。
【図５】図１に示されているディスペンサの部分断面図であり、ディスペンサの上部と下
部が作動可能に連結されている。
【図６】図１に示されているディスペンサと共に使用される上部の上部斜視図である。
【図７】図６に示されている上部の平面図である。
【図８】図６に示されている上部の底面図である。
【図９】図１に示されているディスペンサと共に使用される別の実施例の上部の上部斜視
図である。
【図１０】図９に示されている上部の平面図である。
【図１１】図９に示されている上部の底面図である。
【図１２】図１に示されているディスペンサと共に使用される別の実施例の上部の上部斜
視図である。
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【図１３】図１２に示されている上部の平面図である。
【図１４】図１２に示されている上部の底面図である。
【図１５】図６に示されている上部の断面図である。
【図１６】図６及び図１５に示されている上部の部分断面図であり、上部のベース部を示
している。
【図１７】図６に示されている上部と共に使用される固形製品の平面図である。
【図１８】図９に示されている上部と共に使用される別の実施例の固形製品の平面図であ
る。
【図１９】図１２に示されている上部と共に使用される別の実施例の固形製品の平面図で
ある。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】



(21) JP 4880748 B2 2012.2.22

【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】
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